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研究成果の概要（和文）：　少子高齢化・人口減少等を背景とした空き家問題は、喫緊の政策的課題である。各
地の空き家条例や空家法などの対策は、近隣外部不経済の除去を主たる目的とするが、空き家問題の解決に向け
ては、住宅政策・都市計画に関する政策論的考察や、総合的・戦略的な視点が不可欠である。
　本研究は、空き家問題に対する戦略的・総合的法制度構築に資するため、公法学・私法学法社会学の研究者か
らなる研究グループを編成し、ドイツ・フランス・アメリカに関する文献調査・現地調査を行った。共同研究会
の開催によって文献調査・現地調査の成果を共有し、国際シンポジウムを開催して成果を社会に公表した。

研究成果の概要（英文）：　The unoccupied house problem is an urgent policy issue in Japan. While 
municipal ordinances and the Unoccupied House Law mainly aim at eliminating negative externalities 
to the neighborhood, a policy-oriented and strategic perspective is indispensable in order to cope 
with this issue.
　This research project organized a group consisting of researchers of public law, private law and 
sociology of law. It conducted a literature survey and field survey on Germany, France and the 
United States on the issue and held an international symposium to make the results public.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 少子高齢化・人口減少等を背景とした空き
家問題は、現在重要な政策的課題となってい
る。多くの自治体が空き家対策条例・空き家
バンクなどの取り組みを行っている（研究開
始後の 2014 年 11 月に空家対策特別措置法
(以下「空家法」)が成立した）。 
 各地の空き家条例や空家法などの対策は、
近隣外部不経済の除去を主たる目的とする
が、空き家問題の解決に向けては、社会経済
的な背景と現状を的確に把握した上で、住宅
政策・都市計画に関する政策論的考察や、地
域空間論や所有権論・居住権に関する法理論
的考察を実務的課題と結びつけた総合的・戦
略的な視点が必要になってくる。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究は、空き家問題に対する戦略
的・総合的法制度構築に資するため、ドイ
ツ・フランス・アメリカに関する学術調査を
行うこととした。これら３国は、それぞれ異
なる社会的・歴史的背景と重点を異にする政
策目標の下に、空き家問題に取り組んでいる。
その際、管理放棄空き家への強制的手段を実
施する法制度が、住宅政策、都市計画、所有
権細分化問題との関連で位置付けられてい
る。また、強制介入の前後に、各種の住宅政
策・都市計画的プログラムや所有権整理を目
的とした事業が実施され、空き家・空き地を
公共財として政策目的のために活かす工夫
がなされている。このような独仏米の実情を
調査し、比較法的視点を踏まえた総合的・戦
略的な法制度構築に資することが本研究計
画の目標である。 
 
３．研究の方法 
 空き家問題に関する総合的・戦略的な法制
度構築に資するような比較法調査を実現す
るためには、都市計画・国土計画に関する政
策論的視点を踏まえた上で、公法学・私法学
両分野における理論・実務の法領域横断的考
察が必要になる。そして、文献調査に加えて、
研究者・実務家に対する現地ヒアリング調査
も不可欠である。また、法社会学的な知見と
調査のノウハウが求められる。そこで本研究
は、公法学・私法学・法社会学の研究者から
なる研究グループを編成し、法理論・法実
務・実態分析を踏まえたドイツ・フランス・
アメリカの現地調査を行った。共同研究会の
開催によって文献調査・現地調査の成果を共
有し、最終年度には国際シンポジウムを開催
して成果を社会に公表した。 
 
４．研究成果 
 ここでは主に現地調査の内容と国際シン
ポジウム報告のポイントのみについて記載
する。 
 ＜アメリカ合衆国＞ 
 アメリカ合衆国における現地調査は、2016
年 5月にデトロイトで行われた空き家問題に

関するコンフェレンスに、研究分担者尾崎・
高村・長谷川を派遣して行った。 
(1)移民による都市共同体の安定化と再活
性化への貢献 (2)ニューサンス排除訴訟に
よる不動産法規への対処(3)都市再活性化に
おける社会的・人種的平等などのセッション
では、荒廃地区の問題に対する様々な法的対
処やそれがもたらす社会的問題について議
論されていた。 
国際シンポジウムにおけるKelly教授の報
告では、ニューサンス排除による対処に加え、
インディアナ州の「安全でない建物に関する
法」やボルチモア市の「空き家のレシーバー
シップに関する条例」の内容が紹介され、ま
た、担保権実行手続やランドバンクの仕組み
が空き家の(除却ではなく)再生につながり
うるのはどのような場合かなどの点につい
て検討された。 
＜フランス＞ 
 フランスにおける現地調査は、2015 年 9月
にパリ及びナントに研究分担者高村・吉田・
亘理を派遣して行った（吉田はパリのみ）。 
 パリでは、パリ第一大学地理学講座 、
ANRU（都市刷新全国機構）、持続的発展省で
ヒアリングを行った。ナントでは、CNRS 研究
ユニット「法と社会変化」が主催した日仏共
同セミナーに参加した。 
 フランスにおける空き家問題は、パリなど
の大都市については住宅難に対する対策と
いう日本とは異なる文脈で論じられている。
他方で産業構造の転換によって人口減少が
生じている都市では空洞化が生じている。空
き家に限られず公衆衛生等の問題を惹起し
ている建物に対する収用を含めた対策や地
区改善政策のあり方が議論されている。 
 国際シンポジウムにおけるMelot博士の報
告では、フランスにおける空き家の分布と対
策についての概観（誘導的政策（税と補助金）
及び強制的手段(徴発と収用)）が紹介され、
また、空き家の収用補償をめぐる紛争につい
て、パリ及び近郊における通常裁判所判決の
実態調査の成果が報告された。 
＜ドイツ＞ 
ドイツにおける現地調査は、2015 年 11 月
に研究代表者角松、研究分担者秋山、根本、
野田をハンブルグ・ライプチヒ・ボン・ゲル
ゼンキルヘンに派遣して行った。 
人口が増加しているハンブルグでは、住宅
不足を背景として、住居空間が「有効に活用
されないこと」が社会問題として認識されて
いる。2013 年の同州住居空間保護法改正によ
って、空き家状態が継続する場合、行政が居
住命令を課すこともできるようになった。 
ライプチヒは、連邦・州による「都市改造
＝東プログラム」や EU の補助金 URBAN の助
成を受けて、人口減少問題に取り組んだ。住
宅の居住価値向上の取り組みや需要が見込
めない住宅を取り壊す「減築」によって、空
き家率の減少に成功した。しかし他方で、歴
史的価値を有する建築物の喪失やジェント



リフィケーションも危惧され、「家守の家」
プロジェクトや「増改築ハウス」の取り組み
が行われている。 
ルール地方のゲルゼンキルヘン市は石炭
業・鉄鋼業等の衰退により、人口減少と失業
率増大の課題を抱えているが、連邦・州によ
る「社会都市」や「都市改造＝西」プログラ
ムの助成も受けて対策に取り組んだ。中心と
なるのは、かつての目抜き通りをホットスポ
ットとした都市更新の取り組みである。 
 国際シンポジウムにおけるPilniok教授の
報告では、ドイツにおける縮小都市の原因と
結果について略述した上で、建設法典 171b
条に定める、都市改造に関する都市建設上の
発展構想の役割と行政法理論上のその位置
付けが検討された。 
 
［共同研究会・シンポジウム等開催リスト］ 
① 第１回研究会（2014.5.25）神戸大学 
(1)報告:高村学人（研究分担者）「過少
利用時代からの土地所有権論史再読」
をめぐって－問題提起も兼ねて」 
(2)研究進行に関する打ち合わせ 

② 第２回研究会（2014.10.26）北海道大学 
(1) 報告:田處博之(札幌学院大学教授)
「土地所有権の放棄に関する一考察
－ドイツ法を素材にして」 
(2) 報告：清水千弘（麗澤大学教授）「空
き家ゾンビを如何に退治したら良い
のか？－市場機能の強化と放置住宅
の解消」 

③ 第 3回研究会(2015.2.13)和歌山市 
(1) 和歌山県庁ヒアリング：空き家行政
（景観支障防止条例、津波からの円
滑な避難に係る避難路沿いの建築物
等の制限に関する条例）について 
(2) 海外調査打ち合わせ 
④ 第 4回研究会(2015.6.6)早稲田大学 
 アメリカ班研究報告（長谷川貴陽史、尾崎
一郎） 
⑤ 第 5回研究会(2015.11.29)神戸大学 
(1)報告：松原永季氏（スタヂオ・カタ
リスト）空き縁ネットについて 
(2)フランス班調査報告（吉田克己、亘
理格） 

(3)ドイツ班調査報告（根本尚徳、秋山
靖浩、野田崇、角松生史） 

⑥  第 6 回研究会(2017.1.29)早稲田大学 
(1) 研究とりまとめ 
(2) 国際シンポジウム打ち合わせ 
⑦  国際シンポジウム「空き家問題への法
的対応－アメリカ・ドイツ・フランス・
日本」(2017.2.12) 神戸大学 
(1)報告 
角松生史（研究代表者） 
James Kelly 教授（ノートルダム大学ロ
ースクール） 
Arne Pilniok 教授(ハンブルグ大学） 
Romain Melot 博士（国立農学研究所） 
 (2)パネルディスカッション 

⑧ エクスカージョン：京都市の空き家政策
と地域単位での取組(2017.2.13) 
(1)京都市まち再生・創造推進室からのレ
クチャー 
1.京都市の空き家政策全般について  
2.細街路・路地の対策について 
3.危険家屋についての建築基準法・空
き家特別措置法・空き家条例の適用 
(2)東山区・六原学区でのまち歩きによる
空き家施策の適用事例・地域の取組の視察 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
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